
「三つのポリシー」に基づく大学改革（高大接続・社会との接続）「三つのポリシー」に基づく大学改革（高大接続・社会との接続）

大学教育の充実に向けた
PDCAサイクルの確立

大学教育の「入り口」から「出口」までを、
一貫したものとして構築し、広く社会に発信

卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）
学生が身に付けるべき資質・能力の明確化

＜PDCAサイクルの起点＞

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）
体系的で組織的な教育活動の展開のための教育課程編成、

教育内容・方法、学修成果の評価方法の明確化

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）
入学者に求める学力の明確化、
具体的な入学者選抜方法の明示

≪学校教育法施行規則の改正≫
全ての大学等において、以下の三つの方針を一貫性あるものとして策定し、公表するものとする。

①卒業認定・学位授与の方針、②教育課程編成・実施の方針、③入学者受入れの方針

（平成29年４月１日施行）

大学教育の
質的転換

≪三つのポリシー策定の意義≫
【大学にとっての意義】

組織的・体系的な大学教育の実現に向け、教職員が共通理解を持つことを可能とする。

大学の個性・魅力・特色を対外的に示すことができる。

内部質保証を確立するための指針となる。

【入学希望者、高校関係者等にとっての意義】

入学後の学修や卒業時に求められる学修成果について見通しを持ち、学びたい内容に

照らして大学を選べる。

入学までに何を身に付けなければならないのかが明確になる。

個々の大学の特色を踏まえ、一人ひとりの将来目標を実現する観点からの進路指導が

促進される。 ⇒ ミスマッチの緩和・解消、高大接続の改善

【大学生にとっての意義】

教育課程の構造や目標を十分理解した上で、自覚

的に学習に取り組むことで、密度の濃い学習成果

につながる。

【社会にとっての意義】

地域社会や産業界と大学との間で、育成すべき人

材像の共有や協働が可能となり、「大学と社会と

の接続」が改善される。

資料２
大学入試のあり方に
関する検討会議

（第16回）R2.10.27
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Ⅵ．高等教育を支える投資 … コストの可視化とあらゆるセクターからの支援の拡充 …

Ⅴ．各高等教育機関の役割等 … 多様な機関による多様な教育の提供 …

Ⅱ．教育研究体制 … 多様性と柔軟性の確保 …

2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）【概要】

Ⅲ．教育の質の保証と情報公表 … 「学び」の質保証の再構築 …

多様な教員多様な学生 多様で柔軟な教育プログラム 大学の多様な「強み」の強化多様性を受け止める柔軟な
ガバナンス等

必要とされる人材像と高等教育の目指すべき姿 高等教育と社会の関係

Ⅰ．2040年の展望と高等教育が目指すべき姿 … 学修者本位の教育への転換 …

18歳で入学する日本人を主な対象
として想定する従来のモデルから

脱却し、社会人や留学生を積極的
に受け入れる体質転換

→ リカレント教育、留学生交流の推進、
高等教育の国際展開

実務家、若手、女性、外国籍など
の様々な人材を登用できる仕組み
の在り方の検討

→ 教員が不断に多様な教育研究活動
を行うための仕組みや環境整備
（研修、業績評価等）

文理横断・学修の幅を広げる教育、

時代の変化に応じた迅速かつ柔軟
なプログラム編成

→  学位プログラムを中心とした大学制度、
複数の大学等の人的・物的資源の共有、
ICTを活用した教育の促進

各大学のマネジメント機能や経営
力を強化し、大学等の連携・統合を
円滑に進められる仕組みの検討

人材養成の観点から各機関の
「強み」や「特色」をより明確化し、
更に伸長

全学的な教学マネジメントの確立
→ 各大学の教学面での改善・改革に資する取組に係る

指針の作成

学修成果の可視化と情報公表の促進

設置基準の見直し
（定員管理、教育手法、施設設備等について、
時代の変化や情報技術、教育研究の進展等
を踏まえた抜本的な見直し）

認証評価制度の充実
（法令違反等に対する厳格な対応）

高等教育機関への進学者数と
それを踏まえた規模

国公私の役割

地域における高等教育

歴史的経緯と、再整理された役割を踏まえ、
地域における高等教育の在り方を再構築し
高等教育の発展に国公私全体で取り組む

国立大学の果たす役割と必要な分野・規模に
関する一定の方向性を検討

将来の社会変化を見据えて、社会人、
留学生を含めた「多様な価値観が集まる
キャンパス」の実現

学生の可能性を伸ばす教育改革の
ための適正な規模を検討し、教育の質
を保証できない機関へ厳しい評価

【参考】2040年の推計
• 18歳人口：120万人（2017）

→ 88万人（現在の74%の規模）
• 大学進学者数：63万人（2017）

→51万人（現在の80%の規模）

各学校種（大学、専門職大学・専門職短期大学、短期大学、高等専門学校、専門学校、大学院）
における特有の課題の検討

転入学や編入学などの各高等教育機関の間の接続を含めた流動性を高め、より多様なキャリア
パスを実現

国力の源である高等教育には、引き続き、公的支援の充実が必要

社会のあらゆるセクターが経済的効果を含めた効果を享受することを踏まえた
民間からの投資や社会からの寄附等の支援も重要（財源の多様化）

教育・研究コストの可視化

高等教育全体の社会的・経済的効果を社会へ提示

公的支援も含めた社会の負担への理解
を促進
→ 必要な投資を得られる機運の醸成

Ⅳ．18歳人口の減少を踏まえた高等教育機関の
規模や地域配置 … あらゆる世代が学ぶ「知の基盤」 …

普遍的な知識・理解と汎用的技能を文理横断的に身に付けていく

時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、論理的思考力を持って
社会を改善していく資質を有する人材

予測不可能な時代
を生きる人材像

学修者本位の
教育への転換

「何を学び、身に付けることができたのか」＋個々人の学修成果の可視化
（個々の教員の教育手法や研究を中心にシステムを構築する教育からの脱却）

学修者が生涯学び続けられるための多様で柔軟な仕組みと流動性

2040年頃の社会変化
国連:SDGs「全ての人が平和と豊かさを享受できる社会」
Society5.0 第4次産業革命 人生100年時代 グローバル化 地方創生

→ 国立大学の一法人複数大学制の導入、経営改善に向けた指導強化・撤退を含む
早期の経営判断を促す指導、国公私立の枠組みを越えて、各大学の「強み」を活かした
連携を可能とする「大学等連携推進法人（仮称）」制度の導入、学外理事の登用

複数の高等教育機関と地方公共団体、産業界が
各地域における将来像の議論や具体的な連携・
交流等の方策について議論する体制として
「地域連携プラットフォーム（仮称）」を構築

→ ・ 単位や学位の取得状況、学生の成長実感・満足度、
学修に対する意欲等の情報

・ 教育成果や大学教育の質に関する情報
の把握・公表の義務付け

→ 全国的な学生調査や大学調査により整理・比較・一覧化

教育と研究を通じて、新たな社会・経済システムを提案、成果を還元

多様で卓越した「知」はイノベーションの創出や科学技術の発展にも寄与

雇用の在り方や働き方改革と高等教育が提供する学びのマッチング

「個人の価値観を尊重する生活環境を提供できる社会」に貢献

教育の質保証システムの確立

「知識の共通基盤」

研究力の強化

産業界との協力・連携

地域への貢献

平成30年11月26日
中 央 教 育 審 議 会
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予測困難な時代を生き抜く自律的な学修者を育成するためには、学修者本位の教育への転換が必要。
そのためには、教育組織としての大学が教学マネジメントという考え方を重視していく必要。

Ⅰ 「三つの方針」を通じた学修目標の具体化
学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保証として機能するよう、ＤＰを具体的かつ明確に設定

積極的な説明責任

Ⅲ 学修成果・教育成果の把握・可視化
一人一人の学生が自らの学修成果を自覚し、エビデンスと共に説明できるようにするとともに、DPの見直しを含む教育改
善にもつなげてゆくため、複数の情報を組み合わせて多元的に学修成果・教育成果を把握・可視化
大学教育の質保証の根幹、学修成果・教育成果の把握・可視化の前提として成績評価の信頼性を確保

学位プログラム共通の考え方
や尺度（アセスメントプラン）に
則り、大学教育の成果を点
検・評価

ルーブリック、ＧＰＡ、
学修ポートフォリオ

社会からの信頼と支援

学長のリーダーシップの下、学位プログラム毎に、以下のような教学マネジメントを確立することが求められる。

Ⅱ 授業科目・教育課程の編成・実施
明確な到達目標を有する個々の授業科目が学位プログラムを支える構造となるよう、体系的・組織的に教育課程を
編成
授業科目の過不足、各授業科目の相互関係、履修順序や履修要件について検証が必要
密度の濃い主体的な学修を可能とする前提として、授業科目の精選・統合のみならず、同時に履修する授業科目数
の絞り込みが求められる
学生・教員の共通理解の基盤や成績評価の基点として、シラバスには適切な項目を盛り込む必要

DPに沿った学修者本位の教育を提供するために必要な望ましい教職員像を定義
対象者の役職・経験に応じた適切かつ最適なＦＤ・ＳＤを、教育改善活動としても位置付け、組織的かつ体系的に実施
教学マネジメントの基礎となる情報収集基盤である教学ＩＲの学内理解や、必要な制度整備・人材育成を促進

Ⅳ
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
支
え
る
基
盤

（
Ｆ
Ｄ
・
Ｓ
Ｄ
、
教
学
Ｉ
Ｒ
）

「教学マネジメント指針」概要

○ 大学がその教育目的を達成するために行う管理運営であり、大学の内部質保証の確立にも密接に関わる重要な営みである。

○ その確立に当たっては、教育活動に用いることができる学内の資源（人員や施設等）や学生の時間は有限であるという視点や、学修者本位の教育の実現のためには大学の時間構造を「供給者

目線」から「学修者目線」へ転換するという視点が特に重視される。

教学マネジメント
とは

○ 学修者本位の教育の実現を図るための教育改善に取り組みつつ、社会に対する説明責任を果たしていく大学運営すなわち教学マネジメントがシステムとして確立した大学運営の在り方を示す。

○ ただし、教学マネジメントは、各大学が自らの理念を踏まえ、その責任でそれぞれの実情に応じて構築すべきものであり、本指針は「マニュアル」ではない。

○ 教育改善の取組が十分な成果に結びついていない大学等に対し、質保証の観点から確実に実施されることが必要と考えられる取組等を分かりやすく示し、その取組を促進することを主眼に置く。

○ 本指針を参照することが最も強く望まれるのは、学長・副学長や学部長等である。また、実際に教育等に携わる教職員のほか、学生や学費負担者、入学希望者をはじめ、地域社会や産業界

といった大学に関わる関係者にも理解されるよう作成されている。

「学位プログラム」レベル

シラバス、カリキュラムマップ、
カリキュラムツリー、ナンバリン
グ、キャップ制、週複数回授業、
アクティブ・ラーニング、主専
攻・副専攻

「授業科目」レベル

教学マネジメント
指針とは

項目の例は
別途整理

Ⅴ 情報公表
各大学が学修者本位の観点から教育を充実する上で、学修成果・教育成果を自発的・積極的に公表していくことが必要
地域社会や産業界、大学進学者といった社会からの評価を通じた大学教育の質の向上を図る上でも情報公表は重要
積極的な説明責任を果たすことで、社会からの信頼と支援を得るという好循環の形成が求められる

「大学全体」レベル

三つの方針
「卒業認定・学位授与の方針」（DP）、「教育課程編成・実施の方針」（CP）、「入学者受入れの方針」（AP）

教学マネジメントの確立に当たって最も重要なものであり、学修者本位の教育の質の向上を図るための出発点

Ⅰ～Ⅴの取組を、大学全体、
学位プログラム、授業科目の
それぞれのレベルで実施しつつ、
全体として整合性を確保。
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「卒業認定・学位授与の方針」に定められた学修目標と
学修成果・教育成果に関する情報の関係（イメージ）

4

各授業科目における到達目標の達成状況
授業科目Ｂ

授業科目Ｄ
資質・能力Ａ

個々の資質・能力のエビデンスとなる情報
「卒業認定・学位授与の方針」に

定められた学修目標

卒業論文・卒業研究の水準

→資質・能力の修得状況を直接的に評価でき
る情報

→資質・能力のエビデンスとして用いること
ができる情報

アセスメントテストの結果

語学力検定等の学外試験のスコア

語学力検定等の学外試験のスコア

資格取得や受賞、表彰歴等の状況

卒業論文・卒業研究の水準

学
生
の
成
長
実
感

・
満
足
度

各授業科目における到達目標の達成状況
授業科目Ａ

学
生
の
成
長
実
感

・
満
足
度

学修目標１

資質・能力Ｂ

学修目標２

「卒業認定・学位授与の方針」に
定められた特定の資質・能力の修
得状況を直接的に評価することが
できる授業科目

卒業生からの評価
進路の決定状況等の卒業後の状況

（進学率や就職率等）

「卒業認定・学位授与の方針」に定められた学修目標の達成状況に関連するその他の情報

卒業生に対する評価
修業年限期間内に卒業する学生の割合、

留年率、中途退学率
学修時間学位の取得状況

個々の資質・能力のエビデンスとなる情報

卒業論文・卒業研究の水準

資格取得や受賞、表彰歴等の状況

学
生
の

成
長
実
感

・
満
足
度

卒業論文・卒業研究の水準

語学力検定等の学外試験のスコア

各授業科目における到達目標の達成状況
授業科目Ｃ
授業科目Ｅ

学
生
の
成
長
実
感

・
満
足
度

資格取得や受賞、表彰歴等の状況

資質・能力Ｃ

学修目標３

資質・能力Ｄ

学修目標４

※学修ポートフォリオに蓄積された学修成果・教育成果に関する情報をエビデンスとして用いて、
「卒業認定・学位授与の方針」に定められた資質・能力の修得状況を評価することも考えられる。

令和2年1月22日
中央教育審議会

大学分科会とりまとめ



大学入学者選抜実施要項におけるAPに関する記載

第２ アドミッション・ポリシー
アドミッション・ポリシーの策定については，ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーを踏ま
え，これらの方針に基づく教育を受ける学生の選抜の方針としてふさわしいものとなるよう留意し
て策定する。

このために，各大学の特色や教育研究上の強み，社会的役割等を踏まえ，ディプロマ・ポリシー
において，当該大学において育成を目指す人材像とそれに基づく学生が身に付けるべき資質・能
力の目標を記述するとともに，カリキュラム・ポリシーにおいて，ディプロマ・ポリシーの達成のた
めに，どのような教育課程に基づきどのような学修を行うのかを記述することとする。

さらに，これらを踏まえ，アドミッション・ポリシーにおいて，抽象的な「求める学生像」だけではなく，
入学志願者に高等学校段階までにどのような力を培うことを求めるのか，そうした力をどのような
基準・方法によって評価・判定するのかなどについて可能な限り具体的に設定する。その際，第１
に示す三つの要素については，各大学の特色等に応じて具体的な評価・判定方法や要素ごとの
評価・判定の重み付け等について検討の上，それぞれについて適切に評価・判定するよう努める。

あわせて，入学後の教育課程を踏まえ，高等学校で履修すべき科目や取得しておくことが望まし
い資格等を列挙するなど「何をどの程度学んできてほしいか」をできる限り具体的に記述する。ま
た，記述する科目・資格等は，高等学校教育の内容・水準に十分配慮したものとする。

（以下、略） 令和３年度大学入学者選抜実施要項（令和２年６月19日付け ２文科高第281号文部科学省高等教育局長通知）より作成
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